



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Ⅷ　まとめ ― ３判決の評価 ―
　以上の検討から，減給幅につき，学内で緩和措置を講じることなく交付金
削減幅にもとづいて国家公務員準拠で減らした取り扱いは，可能な減給幅縮
小の努力に欠ける安易な措置であり，7.8％の減給の必要性は高くないこと，
がいえる。
　３事件に即してみると，高専事件および福教大事件では，実施時期および
減給幅ともに高度の必要性を欠く不利益変更であり，変更は無効と解される。
　京大事件は事案が特殊である。「平成24年度の運営費交付金の約28億円の削
減に対しては，実際には，約６億円が本件給与減額支給措置による人件費か
らの削減，約10億円が部局負担，約12億円がＹ３全体の経費からの削減によ
って対応された」。平成24年度に運営費交付金が約111億円で，それがＹ３全
体収入の37.7％であったとすると，外部資金22.1％に相当する金額は約338億
円である。このように，本件給与削減の必要性は，他大学と異なり，資金不
⑸　道幸哲也『労使関係における誠実と公正』（旬報社，2001年）141頁，西谷敏『労働組
合法・第３版』（有斐閣，2012年）307頁参照。
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足という財政的理由ではない。当大学関係者としては，「自分たちが獲得した
科研費の間接経費によって減給なしで対応できるのに，なぜそうしないのか」
という素朴な疑問をもつのはもっともなことである。本件では，削減は国か
らの要請や他大学の状況等を考慮した大学の自主的な判断であり，法人にお
ける自律的な労使関係の性格に照らして，判決がいうような給与削減の必要
性はなかったと解される。本件では，法人における自律的な労使関係の性格
に照らして，判決がいうような給与削減の必要性はなかったと解される。そ
の他，変更後の内容の相当性につき，代償措置は講じられていない。組合と
団体交渉は一定の回数を重ねられている。組合も過半数代表も減給に反対の
意見表明である。以上から，不利益変更の必要性はさほどないなかで，なお
給与減額することは合理性がないといえよう。
 （とうない　かずひろ）
〔付記〕本稿提出後，高エネルギー加速器研究機構事件・水戸地裁土浦支部判決平27.７.17
（労働法律旬報1848号88頁以下）が出された。また，労働法律旬報1848号（2011年）では
本テーマにつき特集が組まれた。
